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１．補助金の概要 

（１）趣旨 

外国人が地域とつながりを深めながら，孤立することなく安心して生活し働く

ことができる環境の形成を図るため，特定技能外国人の円滑な受入や職場定着に

必要な環境整備に取り組む県内の中小企業等の皆様に対し，予算の範囲内で補助

金を交付します。 

 

 

（２）補助対象者（補助要件） 

次の①～④の要件を全て満たす必要があります。 

①中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項各号に規定する中小企

業者※であって，県内に主たる事業所を有する者。 

②特定技能外国人を受け入れている又は受入れを予定していること。 

③特定技能２号の輩出を目指していること。 

④次の各号のいずれにも該当しない者。 

ア 広島県暴力団排除条例 （平成22年広島県条例第37号）に規定する暴力団

又は暴力団員等 

イ 役員等（個人である場合はその者，法人である場合は役員，団体である場

合は代表者，理事等，その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同

じ。）が，自己，自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に

損害を加える目的をもって，暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者 

ウ 役員等が，暴力団又は暴力団員に対して，資金等を供給し，又は便宜を供

与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持，運営に協力し，若しくは

関与している者 

エ 役員等が，暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非

難されるべき関係を有している者 

 

※「中小企業者」の定義（中小企業基本法第2条第１項） 

業 種 

「常時使用する従業員の数」又は「資本金の額

（出資の総額）」のいずれかを満たすこと 

常時使用する 
従業員の数 

資本金の額 
（出資の総額） 

製造業・建設業・ 
運輸業・その他の業種 

300人以下 ３億円以下 

卸売業 100人以下 １億円以下 
小売業 50人以下 5千万円以下 
サービス業 100人以下 5千万円以下 

 

 

（３）補助対象期間 

     交付決定日～令和６年２月28日まで 

注意事項 

交付決定日より前の取組については，補助対象とはなりませんので，ご注意く

ださい。 
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  （４）補助対象経費 

    以下の①～⑩の取組等に要する経費が補助対象経費となります。 

   ①特定技能１号及び特定技能２号取得に必要な技能試験等に要する経費 

②特定技能１号から特定技能２号へのステップアップへの支援に要する経費 

③特定技能１号又は技能実習生の日本語能力の向上につながる取組に要する経費 

④特定技能１号又は技能実習生が地域との交流を図る取組に要する経費 

⑤特定技能１号又は技能実習生が日本文化や県内の歴史・自然等の体験に要する経 

 費 

⑥特定技能外国人を受け入れるための住居等の環境整備に要する経費 

⑦特定技能外国人を受け入れるための手続き等に要する経費 

⑧特定技能外国人を受け入れるための組織体制の整備に要する経費 

⑨特定技能外国人を受け入れるための送り出し機関・国等への調査に関する渡航費 

⑩その他知事が必要と認める経費 

 

※補助対象経費は，次の経費区分に該当するものが対象です。 

経費区分 経費の内容 

報償費 講師の謝金等 

旅費 講師の交通費・宿泊費,送り出し機関等の調査に係る渡航費等 

需用費 印刷費，消耗品費，材料費，技能の習得又は研修等のために支出し

た費用 

住居等の改築経費（形状を変えない小修繕に要するもの） 

委託費 事業実施に係る委託費（工事の設計に係る経費は除く。) 

工事請負費 住居等の改築経費（形状，構造等を変更する修繕に要するもの）等 

備品購入費 購入価格10万円以上の物品購入費 

その他 その他知事が特に必要と認める経費 

※消費税及び地方消費税は対象経費に含まれません。 

 

注意事項 

本補助金について，上記①～⑩の取組等のうち，５つ以上の取組を実施してい

ただく必要があります。 

申請にあたっては，５つ以上の取組について，事業計画書を作成してくださ

い。 

 

 

 （５）補助金の上限額 

   300万円（消費税及び地方消費税は含みません。） 
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  （６）補助率 

     補助率は，補助対象経費の総額の４分の３以内(１円未満の端数は切り捨て)と

します。申請に当たっては補助金額が４分の３を超えないように注意してくださ

い。 

注意事項 

他団体等から助成金等の交付を受けている場合は，補助対象経費から他の助成

金等支給額を減じます。 

 

例：他団体等から助成金等の交付を受けている場合（イメージ図） 

 
 

※事業費【税抜き】500万円に対し，他団体等から100万円の助成金が交付さ

れている場合，補助対象経費は，他団体等の助成金との差額である400万円と

なり，本県の補助額は300万円となります。 

 

 

 

２．申請手続き等 

（１）申請書類 

提出書類の種類 具体的な内容 

①交付申請書 ・別記様式第１号に記入してください。 

②企業概要書 ・別記様式第１号別紙１に記入してください。 

③事業計画書 ・別記様式第１号別紙２に記入してください。 

④収支予算書 ・別記様式第１号別紙３に記入してください。 

⑤誓約書 ・県所定の様式に記入してください。 

⑥チェックリスト ・県所定の様式に記入してください。 

⑦企業のパンフレット等 
・企業概要，組織体制図が分かるものを添付して
ください。 

・提出いただいた申請書等は，原則として返却しません。 
・上記以外に補足書類の提出を求める場合があります。 

 ・書類はA４サイズで統一してください。 

  

 ◆申請様式等の入手先（県ホームページからダウンロードしてください。） 

 （URL） 

https://www.pref.hiroshima.lg.jp/site/foreigner-emp/tokuteiginouhojokin.html 
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（２）申請受付期間 

  以下の３回の日程で申請を受け付けます。 

日程 申請受付締切日 交付決定予定時期 

第１回申請受付 3/24(金) ３月下旬 

第２回申請受付 4/28(金) ５月上旬 

第３回申請受付 5/31(水) ６月上旬 

 ※第２回及び第３回申請受付は，予算の上限に達した場合，申請受付を中止すること

があります。 

※それぞれの申請締切日の17:00までに県（申請先）に到着した申請書類を有効

とします。 

 

 

（３）申請方法 

   申請に当たっては，①郵送と②持参のどちらかの方法で申請してください。 

  ①郵送による申請 

    ・下記宛先に郵送してください。 

・レターパックや簡易書留など郵送物の追跡ができる方法で郵送してください。控

えは，交付決定通知書又は不交付決定通知書が届くまで保管してください。 

・封筒等には，差出人の住所，氏名を必ずご記入ください。 

・料金不足の場合は受け取ることができないためご注意ください。 

【宛先】 〒730-8511 

広島県広島市中区基町10番52号 

広島県商工労働局雇用労働政策課 

特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金担当 

 

②持参による申請 

 下記へ持参してください。 

【申請先】 〒730-8511 

広島県広島市中区基町10番52号 

広島県商工労働局雇用労働政策課労働環境整備推進グループ 

（広島県庁東館の３階にあります。） 

 

 

（４）その他の申請に関する注意事項 

・申請書類に不足や記入漏れ等の不備があった場合，県担当者から直接連絡をさせて

いただきます。このため，企業概要書（別記様式第１号別紙１）の連絡先欄には

必ず，日中（9時～17時）に対応可能な連絡先の記入をお願いします。 

・申請書類が全て確認できなければ，審査ができません。提出前に書類が揃っているか

再度ご確認をお願いします。 

・申請書の提出があった場合でも，申請締切日までに必要な書類全てが揃っていな

い場合は，申請を取り下げたものとみなすことがあります。 
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３．補助金の交付決定 

申請書類を受理した後，その事業内容等を審査し，補助金の交付決定または不交付

決定を行います。決定通知は，通知書の送付を行うとともに，県担当者から直接連絡

をさせていただきます。 

 

注意事項 

本補助金は，特定技能２号の輩出を大きな目的としています。特定技能２号の

輩出に繋がると考えられる取組が含まれ，かつ，実現可能な申請について，優先

的に交付決定させていただきます。 

 

 

４．交付決定の取消し及び補助金の返還 

補助金の交付後，補助対象要件に該当しない事実や不正等が発覚した場合等は，補助金

の交付決定を取消し，知事の指定する期日までに補助金を返還いただき，加算金をお支払

いいただきます。 

 

 

５．調査等への協力 

補助金の適正な支出のため，必要に応じて申請者に対し，調査，報告，是正その他必要

な措置を求めることがあります。また，申請者に対して立入検査を実施することがあ

り，その場合，申請者はこれに応じる必要があります。 

 

 

６．その他注意事項 

・提出いただいた申請書類に記載された情報は，本補助金に関する事務に限り使用

し，同意事項及び誓約事項を除き，他の目的には使用しません。 

・但し，場合により，申請書類に記載された情報を広島県警察本部，税務署，国，

市町などの行政機関に提供することがあります。 

 

 

７．問い合わせ先 

広島県商工労働局雇用労働政策課労働環境整備推進グループ 

特定技能外国人受入モデル企業支援事業補助金担当 

Tel.082-513-2838 

Mail. syokoyou@pref.hiroshima.lg.jp 
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申請書類の様式について 

①交付申請書（別記様式第１号） 
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②企業概要書（別記様式第１号別紙１） 

【表面】 
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【裏面】 
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③事業計画書（別記様式第１号別紙２） 
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④収支予算書（別記様式第１号別紙３） 
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⑤誓約書 
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⑥チェックリスト（申請者用） 

 
 


